
「福岡県農林水産部土木工事共通仕様書の一部改正について（令和７年４月）」新旧対照表 

新 旧 

 

第１編 共 通 編 

第１章 総 則 

第１節 総  則 

１－１－１ ～ １－１－４ ［略］ 

１－１－５ 施工計画書 

１．［略］ 

２．受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければならない。この場合、受

注者は、施工計画書に次の事項について記載しなければならない。また、監督員がその

他の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。ただし、簡易な工事及

び５千万円未満の工事においては、記載内容の一部を省略することができる。 

（１）工事概要      （８）緊急時の体制及び対応 

（２）工程表        （９）交通管理 

（３）現場組織表     （10）安全管理 

（４）主要機械      （11）仮設備計画 

（５）主要資材      （12）環境対策 

（６）施工方法      （13）再生資源の利用の促進および建設副産物の適正処理方法 

（７）施工管理計画   （14）法定休暇・所定休暇（週休二日の導入） 

（15）その他 

  ３．［略］ 

  ４．簡易な工事を除く５千万円未満の工事においては、受注者は以下に示す内容を記載

した施工計画書とすることができる。 

   （１）工事概要 

   （２）工程表 

   （３）施工方法 

   （４）施工管理計画 

   （５）緊急時の体制及び対応 

   （６）交通管理 

   （７）安全管理 

   （８）環境対策 

   （９）その他（契約図書及び監督員の指示で施工計画書に記載するものなど） 

  ５．～７．［略］ 

１－１－６ ～ １－１－１０［略］ 

１－１－１１ 工事の下請負 

  １．受注者は、下請負に付する場合、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなければなら

ない。 

（１）受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。 

（２）下請負人が、福岡県の工事指名競争参加資格者である場合、指名停止期間中で 

ないこと。 

 

第１編 共 通 編 

第１章 総 則 

第１節 総  則 

１－１－１ ～ １－１－４ ［略］ 

１－１－５ 施工計画書 

１．［略］ 

２．受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければならない。この場合、受

注者は、施工計画書に次の事項について記載しなければならない。また、監督員がその

他の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。ただし、簡易な工事及

び３千万円未満の工事においては、記載内容の一部を省略することができる。 

（１）工事概要      （８）緊急時の体制及び対応 

（２）工程表        （９）交通管理 

（３）現場組織表     （10）安全管理 

（４）主要機械      （11）仮設備計画 

（５）主要資材      （12）環境対策 

（６）施工方法      （13）再生資源の利用の促進および建設副産物の適正処理方法 

（７）施工管理計画   （14）法定休暇・所定休暇（週休二日の導入） 

（15）その他 

  ３．［略］ 

  ４．簡易な工事を除く３千万円未満の工事においては、受注者は以下に示す内容を記載し

た施工計画書とすることができる。 

   （１）工事概要 

   （２）工程表 

   ［新規］ 

   （３）施工管理計画 

   （４）緊急時の体制及び対応 

   （５）交通管理 

   （６）安全管理 

   （７）環境対策 

   （８）その他（契約図書及び監督員の指示で施工計画書に記載するものなど） 

  ５．～７．［略］ 

１－１－６ ～ １－１－１９［略］ 

１－１－１１ 工事の下請負 

    受注者は、下請負に付する場合、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなければなら

ない。 

（１）受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。 

（２）下請負人が、福岡県の工事指名競争参加資格者である場合、指名停止期間中で 

ないこと。 



新 旧 

（３）下請負人は、当該下請工事の施工能力を有すること。 

なお、下請契約を締結するときは、下請負に使用される技術者、技能労働者等の賃 

金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が適正に整備されるよ 

う、市場における労務の取引価格、保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金 

及び適正な工期等を定める下請け契約を締結しなければならない。 

  ２．受注者は、下請契約の相手方を県内中小企業から選定するように努めなければならな

い。また、下請契約の相手方を県外業者（県内に本店を有する業者以外の業者）とする

場合は、施工体制台帳の提出と併せて選定理由書を監督員に提出すること。 

１－１－１２ ～ １－１－１９［略］ 

１－１－２０ 建設副産物 

１．～９．［略］ 

10． 適正処理の確認（マニフェストシステムの活用等）  

受注者は、廃棄物の発生から中間処理、最終処分に至るまでの処理状況を、マニフェ

ストシステムの活用により、的確に把握し管理しなければならない。 

設計図書等で指定された産業廃棄物については、マニフェスト伝票のＡ票及びＥ票（Ｅ

票が工事完成検査日に間に合わない場合はＤ票でも可）の原本を監督員に提示しなけれ

ばならない。また、原本は厳重に保管（５年間）しておかなければならない。 

 

電子マニュフェストによる場合は、Ａ票及びＥ票の代わりに、情報処理センターからの運

搬終了報告、処分終了報告、最終処分終了報告の通知（電子メール等）を提示するとも

に、処分実績報告書を監督員に提出しなければならない。 

１－１－２１ ～ １－１－４４［略］ 

１－１－４５ 保険の付保及び事故の補償 

１．～５．［略］ 

６．受注者は、建設業退職金共済制度又は林業退職金共済制度に加入し、その掛金

収納書（発注者用）を工事請負契約締結後１ヶ月以内（電子申請方式による場合にあ

っては、工事請負契約締結後原則４０日以内）に、また、契約変更によって追加購入し

た掛金収納書の発注者控えを工事完成時までに、発注者に提出しなければならない。 

  また、工事完成時、速やかに掛金充当実績総括表を作成し、監督員に提示しなけ

ればならない。 

７．［略］ 

１－１－４６ ～ １－１－５２［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）下請負人は、当該下請工事の施工能力を有すること。 

なお、下請契約を締結するときは、下請負に使用される技術者、技能労働者等の賃 

金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が適正に整備されるよ 

う、市場における労務の取引価格、保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金 

及び適正な工期等を定める下請け契約を締結しなければならない。 

  ［新規］ 

 

 

１－１－１２ ～ １－１－１９［略］ 

１－１－２０ 建設副産物 

１．～９．［略］ 

10． 適正処理の確認（マニフェストシステムの活用等）  

受注者は、廃棄物の発生から中間処理、最終処分に至るまでの処理状況を、マニフェス

トシステムの活用により、的確に把握し管理しなければならない。 

設計図書等で指定された産業廃棄物については、マニフェスト伝票のＡ票及びＥ票（Ｅ

票が工事完成検査日に間に合わない場合はＤ票でも可）の原本を監督員に提示するととも

に、その写しを監督員に提出しなければならない。また、原本は厳重に保管（５年間）してお

かなければならない。 

電子マニュフェストによる場合は、Ａ票及びＥ票の代わりに、情報処理センターからの運

搬終了報告、処分終了報告、最終処分終了報告の通知（電子メール等）を提示するとも

に、処分実績報告書を監督員に提出しなければならない。 

１－１－２１ ～ １－１－４４［略］ 

１－１－４５ 保険の付保及び事故の補償 

１．～５．［略］ 

６．受注者は、建設業退職金共済制度又は林業退職金共済制度に加入し、その掛金収

納書控えを工事請負契約締結後１箇月以内（電子申請方式により場合にあっては、工

事請負契約締結後原則４０日以内）に、また、契約変更によって追加購入した掛金収納

書の発注者控えを工事完成時までに、発注者に提出しなければならない。 

 

 

７．［略］ 

１－１－４６ ～ １－１－５２［略］ 

 

 

 

 

 

 


